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的視点は， op回 syste皿の概念に注目することによる，従来の企業体の closed
(quasi.cl四 ed)system的把握の傾向からの転換汽企業の人為的構成体(団組.made



























































3) J. D. Thompson.。アoganizativns叫 Acti山 1，1967， p.12， pp. Z6-~9， pp 市川，拙著，前
掲書:， 160-165頁。














のが目立つ。例えば. P. R. Lawrence & J. W. Lorschのごときは， これを







組酷淵学， Vol. 5， No. 1;同(中)， Vol. 5， No. 4" 1971;岡本康雄“組捕と理境.， (1)隣組織
科学， Vol. 7， No. 3. 1973;吉原英樹“企業の環境適応のライフー サイク λレ"組織科学， Vol 
7， No. 1， 1973 えまど.
5) 環境の問題を15操作的にとらえる接近としては， W._R. Dill，吋heImpact of En可Iron-
m'n配ton Or培ga叩n叩1羽>z回ah旧四On羽叫aLDe肝、v尽elop凹均叩n田コ宜e目nt七汀inS. Mai山lick& E. H. V<J叩nN自， ，創吋弐d品5.，coヲ淵nιぱ'e暗'tt付r 
and lss叩n拙"凶e町s問 Ad品?訓
る匂
6) P.， R. Lawrence & ]. W.. Lorsch， OrganizatIoll 'and Eみζlr07附 umt，1697， pp. 248-250r 
pp. 28-29などb
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えば.La wrence & Lorschの上述のごとき環境の不確定件の把擦が方法論的に
欠陥のあることを問題とする H.Tosiなどの主張もあげられるがn ここでは，
















7) 11. Tosiなどは， Lawrence & Lorschによる探境の不確定性のとらえ方 (subscaleを使っ
ての〕と同じ方法で調査を行う.而してその結果を，客観的な外部環境のデι タでとらえた不確
定性 (volatility) との相闘で樟証し， そζに満足すべき結果を見出しえないことを朗らかにし
た上で， Lawrence & Lο>rschのsubscale自体の検証をその信頓性 (internalreliability)や因
子分析などについて行い，その結果に基いて方法上心不適切性を指摘している (1-1.Tosi et al. 
“On the Measurement of白eEnvironment: An Assessment of the Lawrence & Lorsch 
Environ血entalUncertamty Subscale，" Admuiistrative Science Quartelか， Vo1. 18， Noω 
1， March. 1913)。
8) 倒えば Dun岨旦は， Lawrence & Lorschが，環境の組織セクター へ自分割はしているが，
環境自体のとらえ方については不定分であることを批判しているほ.B.Duncan，“Charaderi 
st問。fOrganizationaL Environments田 d Perc怠jv~ Environmental Uncertainty，" Adnu 
nistratt'町止ienceQuarterly， Vo1. 17， No. 3， Sept.， 1972， p.314)~ 
9) R.B.D凹 C四 ，op. cit.， pp. 315 
10) Ibi瓦， pp. 315-317 
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第 1表 組織の内外環境を構成する因子と構成要素
内的環境 外的環境
(1) 組織の人的構成要素 (4) 顧客構成要素




































































つものである o (2)上述の三つの仮設はいずれも正しい。 (3)不確定性について，
象限1と象限2の差，象限3と象限4の差を比較すると，後者の方がはるかに著
Lいことが明らかである。したがって不確定性にとって重要なのは，複雑さの如
11) lbid.， pp. 317-319 
12) lbid.， p.320 




単 京市 複 雑
1 象 限 2 象 E盟
低い不確定性の認知 適度に低い不確定性の認知
静 (1) 環境の構成要素や因子の数少ない 仕)環境D構成要素や因子の数多い
(2) それらの要素や因子は互に多少とも (2) それらの要素宇因子は主に類似して
態 類似している L 、たい
(3) ぞれらの要素や因子は時間白経過に (3) それらり要素や因子は時聞の経過に
よってもあまり変化しない よってもあまり変化しない
3 象 R世 4 象 日眠
適度に高い不確定住の認知 高い不確定性の認知
動 (1) 環境0構成要素中因子D数少ない (1) 環境0構成要素や因了の数多い
(2) それらの要素や因子は互に多少とも (幼 それらり要素や因子は互に類似して
態 類似している L 、ない
(時 それらの要素+因子はたえず変化L (司 それらの要素や因子はたえず変化し
ている ている
何よりも動態要因である。 (4)環境についてのこのような把握は，固定的なもの






















をふまえて， 次第にζの問題への関心も高まり〔例えぼR.M. Cyert & J. G 
March もこの問題へり関心を示すごとく一一本節注l~渇載論文参照)， かなりり試論
がみられるに至った叫。 もとよりこれらは， 研究者の関心を反映してかなり








14) F. E. Emery & E. L. Trist， "Socio-Technical Systems，" Manage:me叫&，出白人
Proceedings. VoL 2. 1960; W. Brown， E.τμ~orati四t 間且!/anagement，19印 E. D 
Chapple & L. R. Sayles" The Measure of Management， 1961; A. K. Ri同 The
Entert門'seand lts Environnunt， 1963; R. M. Cyert & J. G. March， "OrganizatiQnal 
D回 ign，"in W 羽T.C由peret a1.， eds.， New Perstecti一山富山 ιrgan出ationResearch. 
1964; J. D. Thomp!lon 00.， At;ρToaches to or苦-anizational Desie.η. 19剖;c. J. Habers 
troh，“Organization Desi担問dS戸，temsAnalysis，" in ]. G. March ed.， R出品。ok'of 
0，玄-aIuzations，1965; W. Bcnnis，“A New Role for the Beha-ス.，joralScience.s: Effecting 
Organizational Change，" Administrative Science Quart.町 -ty，8， 1964など@なお，これら















という， いわば cloEledsystemとしての性質をもっている。 しかしその適用
の場である企業にそれを求めることの無理なのはいうまでもない。そこで企業
は可能なかぎり technology の求める合理性の発揮できる上うに企業をめ〈
る環境諸条件を整備し， 媒介 (med叫 e) するための努力中活動をするであろ
う。 その活動は， 用いられる基本的技術などの特徴にもよるが， かなり多








15) F. E. Emery & E. L. .Trist，“Sooo-Technical Syste:rns，" in C. W. Churchman & M 
Verhulst， eds.， Manag官nentSciences-Mo品ゐ & Techniqr，(e~， Vol. 2， 1960， p. 86 
16) J. D. Th況n開on，O噌'anizationsin Action， 1967， pp. 30-48，拙著，前掲書， 161J[o 
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ではその場合に technologyがどのように組織化による適応行動に関わるこ
ととなるのか。 Thompsonによると，企業の採用する基本的技術を三種， す
なわち連続的技術(long-linkedt白 hnology)，媒介的技術 (mediatingtechnology)， 
集約的技術(intensivetechnology)でとらえる。 ところでこれらの各種の tech-
nologyは， それを特徴ずけるそれぞれの相互依存関係のあり方をもち， それ





もとよりこれは， 基本的技術についてり ζとであるから， 現実の企業では











したがって. Thompsonでは， 技術自体が問題とされるというよりも. (対
内的)0は〕技術に伴う多様な相互依存関係と. (対外的には〉その技術の遂行に際
17) lbid.， pp. 54~56，拙著，前掲書， 151-152買.
18)¥Ibid.， pp. 57-61，拙著，前掲書， 152-155頁2
19) lbid.， pp. 70-73，拙著，前掲書， 160-1臼貝。
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して直面する多様なタスク環境，という.企業が統






























とく technologyとの関わり合いを重視する立場をとるものとしては. J. 
Woodward， E. Harvey， R~ G. Hunt， C. Perrow などがあげられるべ~~
では technologyと組織構造との関わり合いをより徹底した形で扱い， しか
20) Ibid.， Chap. 8. 
21) 制服高“組織とシステム..C山本純一編「経常γステム田研官」日本事務能率協会，昭和39年L
拙著，前掲書.145頁.158頁:， 201-206，頁.
22) J. Wood:;.vurd，lndus'tt由l.o噌 'anzzaEW拾-The01でyandIろ""acticeー，1965;ditto， In品lstr.日 J。'Tgant.回 uon，-Behaviorand αnl1-O[.ー" 1970; D. Harvey， Technology and The Struc-
ture of Organizations， Ame門 'canSuciult唱icalReview， Vol. 33， No. 2， April， 1968; R 
G. Hunt， Technology and Organization. Aca占出yof Management Joti問 al，Vol. 33， 
No. 3. Sept.. 1970 













































23) 巳 Pe汀 OW，‘A，.Fra.mework for the Comparative Analysis of Organizationc;，" 'In J 
G. Maurer ed.， Readings in Orgall出ationTheory.-Qpen旦ystemApproaches， 1971， 
p. 108 




lit 低 計画 晶 両フィードバック
高 高フィード 高
/ミヅク 低 高 高 7;ードパヅグ
技術者
監督者 分権化 2 柔軟z 多極化
2 4 
lit 高 計回 低 高 高フィードパッグ {昌t呂 i民 計画 低 低計回
技術者
監督者 フォーマル，集権化 柔軟，集権化

















25) lbid.. p. 111 
第5園社会構造
集団志向 目標志向
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第6図目標構造
システム 製品 派生目標 システム 製品 派生目標
高成長 局品質
自由
























26) Ibid.， p.112. p. 115. 






























仕事の構造， 社会構造， 目標構造のそれぞれを， 何らかの程度で規制するも
27) T. K. Reeves & B. A. Turner.“A Theory of Organization and Behavior in Batch 
Production F actories，" Administrat叩'eScien出 Qua河町'ly，Vol. 17， No. 1. March. 1972 









か。乙の点につい亡の検証を， Contingency Theuryの提唱者である Lawrence
& Lorschおよびそのグループの研究に求めてみることとしよう。
まず初めにとりあげるのは， 工場レベノレの組織化を扱うA.H. Walker & 
J. vi人 Lorsch，“OrganizationalChoice: Product versus ~unction" (in J 












28) A. H. Walker & J.W. Lorsch，“Organizat問団JChoice: Product versus FlUlCtion." 


























担巳竺互」 F 工 場 P 工 場
目 標 志 向|分化D程度高いがまとまっている除化の程度低しまとまりなし
時間志内|分化度低し短期的 扮化度高し長期的
組織構造由形式性|分化度低<.形式化大 扮化度高いが，形式化小
29) Ibid.， p. 43 
30) lbid.. P. J.n 





























短のあることが示された。 したがって ζの結果からは， Perrowの主張，つま
り「技術が組織構造を規定する」とはいえないこととなり，むLろ技術の上に
構成されるそれぞれの組織構造 〔人間集団の相互作用の規制のあり方)， すなわち




次にとりあげるのは， 会社の部門レベノレの組織化を扱う Lawrence& Lor-
sch， Organi.zation dをE，叩げ.onment，1967である。彼等は，全ての状況に最善な
31) Ibu人 p.49 

























人々の一定の行動バタ ン一一ζれは S仁cialfactコrである を生ぜしめ， そ
れを統合するための組織の工夫の如何が，長且寝の業績に関わるものとすると，
ここでもまた，組織の当面する問題と，一定の socia-technologicalsystemと
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の間にはそれぞれ対応関係のあることが明らかとなる。例えば環境の変イヒの少




題を扱うs.A. Allen III，“Corporate-Divisioilal Relationships in HighLy 
Diversified Firms" (in Lorsch & Lawrence eds.， op.αt.，Jである。
一般に多くの部門からなる単独企業では，その部門聞の相主依存関係が，ど











































socio-technological syste~ の一定のパターンが， 環境状討を反映する企業の
問題解決に一定の対応関係をもつものであることを示している。
32) S. A. Allen II，‘ Corporate-Divisional Relationships in Highly Diversjfied Firms，" 
in J. w. Lo四品&p， R. T.aw四n四 eds.ゆ ct.，田 28-30 
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33) P. R. Lawrence & J W. Lorsch， Organizat四包 andEnvironment .1967， pp. 209-210 
もとより Lawr~nce & Lυ日，h自体。分析は， 分化と杭合を軸とするもので:Jbl). 必ずしも
socio-technological fitを前面に出すものではない。 しかし升化は，主として技術的考慮に関連
するものであり，統合はそれに対して社会的考慮に関連するものであるといえるから，われわれ
の考察の結果と， Lawrenc~ & Lorschの， C∞tingencyTheoryについての主張との待合は，
その意味で主張してきしっかえないであろうー なおこの点については， Lawrence & Lorsch. 
0タ cIi.，'p. 2四.p. 233などを参照。
